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9）　Schenck v. U.S., 249 U.S. 47（1919）.
























10）　Dennis v. U.S., 341 U.S. 494（1951）.
11）　伊藤正己『言論・出版の自由』（1959年）261頁以下。



















































16）　最大判昭和 58年 6月 22日（民集 37巻 5号 793頁）参照。





































































































































































29）　東京高判平成 13年 9月 5日（判時 1786号 80頁）〔ニフティサーブ事件〕。































































































































































































成 22年 3月 15日（刑集 64巻 2号 1頁）。






















で約 600アカウントから約 1200件の書き込みがあり、そのうち約 200アカウント









































































































































































































都法 61 巻 2 号（2021 年 1 月） 79
行為責任や、場合によっては、名誉毀損罪・侮辱罪の刑事責任が問われるとい
うことは、現実空間における表現活動と何ら変わるところはない 62）。本稿冒頭

















62）　前掲最決平成 22年 3月 15日。なお、近時、侮辱罪のあり方について議論が生
じている。拘留または科料のみの法定刑について、見直しの動きが生じているほか、
保護法益論の再検討の主張もある。たとえば、名誉毀損罪と侮辱罪との保護法益を、
「人（客体）の社会的評価（外部的名誉）」として統一的に捉える従来の判例および
通説に対して、「人格の尊厳」を統一的な保護法益として捉えるべきとする主張とし
て、丸山雅夫「名誉侵害罪としての侮辱罪」南山法学 41巻 2号（2018年）70頁以
下など。
63）　前掲注（47）。
64）　弁護士ドットコムニュース編集部・前掲注（48）配信記事。
65）　曽我部・前掲注（24）論文 53頁。
人権が人命を護れなくなるとき80
　「ペンは剣よりも強し」という格言がある。その解釈は必ずしも一様ではな
いようであるが、一般には、言論の力は武力・暴力に勝るといった意味で理解
され、表現の自由の重要性を語る文脈で援用されることも多い。だが、その場
合の「言論」は適正な形でなされることが前提である。脅迫罪や名誉毀損罪に
まで該当しないものであっても、対象者の人格を否定するような言葉が直接に
ぶつけられた場合のダメージは、想像以上に大きい。このことを改めて認識し
た上で、表現の自由と人格権保護の衝突を調整、緩和していくための法制度の
整備が必要とされるのである。
　価値観が多様化している現代社会において、人権保障のあり方を画する基準
を見いだすことは、ますます困難になっている。だが、その困難さのなかでも、
多様な価値観相互の最大公約数を見いだし、人権保障を適合させていくための
不断の努力を怠ってはならない。両者に看過しえない齟齬が生じたとき、悲劇
は生ずる。
